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近年，日本では低密度に拡散した都市を縮退させ，社会資本の維持管理費低減等を目指すコンパクトシ

ティ政策が推進されている．一方，都市計画法には農林漁業との調和が必要であると記されており，コン

パクトシティ政策を行うにあたっては都市機能の集約が農業従事者の生活に与える影響を評価する必要が

ある．本研究ではパーソントリップデータを用いて農業従事者の居住地および交通行動の実態を明らかに

するとともに，都市機能の集約によるそれらの変化について考察を行った．その結果，農業従事者の居住

地は自営業の農家を中心に市街地外部に集中しており，居住地付近で農作業を行っているものの，日常的

な私事交通においては現時点でも市街地内へのトリップが多いことが明らかになった．従って，都市機能

の集約による農業従事者の交通利便性への影響は小さく，居住を変化させる要因とはなりにくいと結論付

けた． 
     Key Words : compact city, farmers, residence, person-trip 

 
 

1. はじめに 
 
人口減少社会に突入した近年の日本では，低密度に拡

散した市街地を縮退させ，都市機能を集約することで社

会基盤施設の維持管理費や環境負荷の低減を促すコンパ

クトシティ政策が推進されている．2014年8月には都市
再生特別措置法が改正され，その中において集約型都市

構造への転換を促すため立地適正化計画1)が導入された．

2016年3月31日時点では，276の地方公共団体が同計画を
策定している2)． 
一方，産業のなかには農業のように，主に都市郊外に

おいて成立するものが存在する．特に日本の都市郊外で

は農地と宅地とが混在し，人口が低密度に分布した地域

を形成する傾向がある3)．財政上はこのような地域から

も宅地を撤退するのが好ましいということになるが，そ

うすると農地と宅地が離れた場所に存在することとなる．

都市計画法には，基本理念として農林漁業との健全な調

和4)が必要であると記述されており，コンパクトシティ

の形成にあたっては農業従事者の生活への影響を考慮す

ることが不可欠であるといえる． 
しかし，実際に都市を縮退させていくにあたって，都

市郊外に住まう農業従事者の居住地がどのように変化し

ていくのかということについての議論は，未だ十分なさ

れているとは言い難い．また今日，日本の農業自体もい

くつかの課題に直面している．具体的には，食料自給率

が先進国の中でも 低水準であること5)や，平成21年か
らの26年までの5年間で農業就業人口が2割以上減少する
6)といったことが挙げられる．このような状況にあると

いう事実からも，コンパクトシティ形成に伴う農業従事

者の居住地の変化について議論する必要性は高いと言え

るだろう． 
本研究では，世帯構成や就業形態といった社会的属性

に着目しつつ，農業従事者の居住ならびに交通行動の実

態を明らかにすることを目的とする．さらに，その結果

を通じて都市機能の集約が農業従事者の居住をどのよう

に変化させるのかという点について考察し，農業との調

和を保った都市計画への一助となることを期待する． 
 

2. 本研究の位置付けと手順 
 
都市の縮退に関する研究としては，コンパクト化によ

る財政への影響を評価したものが複数存在する．佐藤ら
7)は複数の住み替えシナリオに対して３次メッシュ単位

での人口密度を説明変数とした集約影響評価を行い，学

校や公民館などの都市拠点施設に比べて，道路や上下水

道といった都市基盤施設において集約による維持管理費
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削減効果が大きいことを示した．岩本ら8)も同様に社会

資本種別ごとに集約による影響を評価し，維持管理費削

減にあたっては，拠点数を少なくすることよりも拠点地

域に人口を完全に集約することが重要であることを示し

た．また，郊外部における農林業への小規模サービス拠

点の設置は，財政上大きな負担にならないことにも言及

している． 
他に，都市のコンパクト化と交通行動の変化とを関連

付けたものがある．中道ら9)による研究では，居住集約

による転居前後の自動車利用を比較し，転居に伴う意識

啓発が自動車利用の低減に効果的だということを示した． 
農業の生産性についての研究としては，柳澤らによる

土地の自然的な性質のデータに基づいた土地分級手法の

研究10)や，耕作放棄地の発生要因を分析した服部らによ

る研究11)などが挙げられる．また横張3)は，農地の利用

形態についての研究を行なっている．この研究では前述

のように，日本では欧米と比べて農地と宅地との混在が

多く見受けられるため，両者ではスプロールや線引きと

いった概念が根本的に異なるものであることが示唆され

ている．また都市縮退が不可避となりつつある現在，オ

ープンスペースとなる縮退地域に非産業農地としての利

用可能性があることを示した．栗田ら12)も同様に，都市

近郊農地の非産業的利用の成立過程を調査し，都市住民

が農家の手に余った農地の自給的利用を行ってきたこと

を示した．また土屋ら13)は，土地利用制度や隣接土地利

用が農地の管理粗放化に与える影響について調査し，宅

地化農地における自給的利用が相当数存在することを示

した． 
このように，都市分野の既存研究では，都市のコンパ

クト化に伴う社会資本削減の財政評価や，交通行動の変

化に着目した環境負荷低減に関する研究が行なわれてい

る．また農業分野では農学や地質学的知見による生産性

評価や，農地利用と就農形態の関連についての研究など

が見られる．しかし，農業従事者の居住および交通行動

に着目した研究や，都市のコンパクト化と農業従事者と

の関連を定量的に評価するような研究は見られない． 
本研究の新規性は，就業形態や世帯構成といった社会

的属性に着目し，パーソントリップ調査による個人属性

およびトリップデータを組み合わせて分析することで，

農業従事者の居住地ならびに交通行動の実態を明らかに

するという点である．またその結果から，都市のコンパ

クト化によって農業従事者の居住地がどのように変化す

るのかについて考察を行う点も本研究の特徴である． 
 
3. 日本の農業ついて 

 
(1)  農業就業人口に関する統計 

平成22年国勢調査によれば，15歳以上の就業者が従事
する産業のうち農業・林業が占める割合は3.7%であった
14)．また表-1に示す通り，農業就業人口は平成22年から
の5年間で2割弱減少している上，高齢化が進行している
6)． 

 
(2)  農業経営体に関する統計 

農業経営体とは一定の基準を満たして農産物の生産を

行う経営体であり，事業主体が世帯であれば家族経営体，

組織なら組織経営体と呼ばれる．農業経営体である農家

はすべて家族経営体に含まれる． 
表-2に農業経営体数の推移15)を示す．家族経営体数は

平成27年時点において全農業経営体の97%を占め，平成
17年からの10年間で3割以上減少しており，法人化の割
合も小さい．世帯単位での事業を行う農家の世帯員は，

その仕事と居住地・交通行動が密接な関わりを持ってい

ると考えられる． 
 
4. 調査・分析の概要 

 
(1) 対象地域 

特定の地域に着目した詳細な分析をするため，本研

究では栃木県宇都宮市・下野市・真岡市・上三川町・高

根沢町・芳賀町・壬生町の3市4町を対象市町村として扱
う．また居住地等の個人属性および交通行動に関するデ

ータとして，平成26年に栃木県が行った県央広域都市圏
生活行動実態調査（パーソントリップ調査）の結果を用

いる． 
なお，パーソントリップ調査の集計カテゴリーの関

係上，本研究では第１次産業従事者について集計を行っ

ている．栃木県の第１次産業従事者のうち，農業従事者

の占める割合は平成22年時点で97.8%16)と卓越している

ため，以降は第１次産業従事者と農業従事者を数値集計

 
表-1	 農業労働力に関する統計（単位：万人，歳） 

 
 平成22年 平成27年 

農業就業人口 260.6 209.7 

	 うち 女性 130.0 100.9 
	 うち 65歳以上 160.5 133.1 

平均年齢 65.8 66.4 

 

 
表-2	 農業経営体数に関する統計（単位：103） 

 
 平成17年 平成22年 平成27年 

家族経営体 1,981 1,648 1,342 
うち 法人 5 5 4 

組織経営体 28 31 33 
うち 法人 14 17 23 
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上同義として扱っていく． 
 
(2) 分析に用いる分類 

以下の３つの分類をもとに，第１次産業従事者の居住

の現況について分析を行った． 
・地域分類：用途地域指定率10%以上の町丁目を都市地
域，そうでない町丁目を農村地域と定義した． 

・就業形態分類：パーソントリップ調査の基準を用いた

（分類は分析結果を参照のこと）． 
・家族構成分類：世帯員が本人のみの場合「単独世帯」，

同一世帯内に16歳以上年下の世帯員がいた場合「子と
同居」，16歳以上年上の世帯員がいた場合「親と同
居」，それら両方がいた場合「子および親と同居」，

いずれにも当てはまらない場合「夫婦・兄弟等」の5
分類を作成した．また，「子と同居」「夫婦・兄弟

等」を合わせて「核家族等」，「親と同居」「子およ

び親と同居」を合わせて「二世帯居住等」とし，「単

独世帯」と合わせた3分類についても分析を行った． 
 

5. 農業従事者の居住および交通に関する分析 

 
(1) 農業従事者の居住地に関する分析 

a) 対象地域での第１次産業従事者の居住地分布 
対象地域における第１次産業従事者について，町丁目

ごとの人口分布を濃淡図としてGIS上で可視化し，図-1
に示す．なお，網掛けされている町丁目は都市地域，そ

うでない町丁目は農村地域である．なお，都市地域に居

住する第１次産業従事者の割合は全体のおよそ39%であ
った． 
b) 就業形態分類・家族構成分類間の関係 
対象市町村に居住する第１次産業従事者について，同

様に，就業形態分類と地域分類によってクロス集計を行

った．結果をグラフとして図-2に示す．  
c) 就業形態分類別の居住地分布 
同様に，就業形態分類と居住地の地域分類によってク

ロス集計を行った．結果を表-3に示す．  
d) 家族構成分類別の居住地分布 
同様に，家族構成分類と居住地の地域分類によってク

 
表-3	 就業形態別に見た第１次産業従事者の居住地域に関す

る統計（単位：人） 
 

 都市地域 農村地域 
都市地域

居住率 
正規の職員 
・従業員 1,141 565 67% 

労働者派遣事務

所の派遣社員 23 0 100% 

パート・ 
アルバイト 588 645 48% 

会社などの役員 139 52 73% 
自営業主 2,136 5,462 28% 
家族従業者 1,572 5,207 23% 
家庭内賃仕事 
（内職） 16 13 55% 

その他 162 370 30% 
不明 3,378 2,076 62% 

 
表-4	 家族構成別に見た第１次産業従事者の居住地域に関す

る統計（単位：人） 
 

家族構成 都市地域 農村地域 
都市地域

居住率 
単独世帯 2,578 657 80% 
夫婦・兄弟等 1,825 1,967 48% 
子と同居 2,812 6,267 31% 
親と同居 922 2,277 29% 

子および親と

同居 1,018 3,222 24% 

核家族等 4,637 8,234 36% 
二世帯居住等 1,940 5,499 26% 
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図-2	 家族構成別の居住比率 

 
図-1	 家族構成別の居住比率 
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ロス集計を行った．結果を表-4に示す．また，町丁目ご
との家族分類の構成比率を色分けし，GIS上で可視化し
たものを図-3に示す．ただし，分類に関しては「単独世
帯」，「核家族等」，「二世帯居住等」の3分類につい
て扱った．  

 
(2) 農業従事者の交通行動に関する分析 

a) トリップ目的地の地域分類 

着目的分類および目的地の地域分類ごとにトリップ数

についてクロス集計を行い，さらに居住人口で除すこと

で平均トリップ数を算出した．ただし，着目的分類につ

いては，私事トリップを都市地域に偏る傾向が見られた

「買い物へ」「通院」とそれ以外の「その他私事へ」に，

業務トリップを「農林漁業作業へ」とそれ以外の「その

他業務へ」とし，「自宅へ」のトリップは除いた．都市

地域居住者および農村地域居住者それぞれについて，グ

ラフとして図-2，図-3に示す． 
b) トリップ所要時間に関する分析 

第１次産業従事者のうち都市地域居住者・農村地域居

住者それぞれについて，着目的別にトリップ平均所要時

間を求めた．また，都市地域居住者・農村地域居住者間

で，2標本の分散が等しくないと仮定して平均値の差の
検定（ウェルチのt検定）を行った． 

 
6. 居住地及び交通利便性に関する考察 

 
(1) 農業従事者の居住特性に関する考察 

第１次産業従事者の居住地を就業形態別に示した表-3
より，「自営業主」「家族従業者」は農村地域に居住す

る傾向が高い．これは都市計画法第29条第1項第2号に掲
げられた「市街化調整区域，区域区分が定められていな

い都市計画区域又は準都市計画区域内において行う開発

行為で，農業，林業若しくは漁業の用に供する政令で定

める建築物又はこれらの業務を営む者の居住の用に供す

る建築物の建築の用に供する目的で行うもの」に該当し

開発制限を受けないため，市街化区域外に住居を持つこ
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図-5	 着目的・着地地域分類別平均トリップ数（農村地域居住

者） 
 

 

図-3	 家族構成別の居住比率 
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図-4	 着目的・着地地域分類別平均トリップ数（都市地域居住

者） 
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とが他の就業形態と比べ容易であるためと考えられる． 
家族構成別に示した表-4および図-3を見ると，単身で
居住している人は都市地域に居住する傾向があり，子や

親と同居するなど，世帯規模が大きくなるほど農村地域

に居住する傾向があることが分かった．図-2より，「単
独世帯」と比べて他の家族構成においては「自営業主」

「家族従業者」の割合が大きいことから，これは家族ぐ

るみで農業を営む自営業の農家が，先述した法制度の関

係で農村地域に多く居住しているためと考えられる． 
 

(2) 農業従事者の交通特性に関する考察 

トリップ数を示した図-2および図-3より，農林漁業作
業トリップに着目すると，地域不明が一定数いるものの，

それらを除くと居住地の地域分類と農林漁業作業トリッ

プの着地地域分類が概ね同じとなることが分かった．ま

た，平均所要時間は都市地域居住者・農村地域居住者と

もに10分前後と短いため，多くの農業従事者が自宅の近
くに農地を所有していると考えられる．なお，都市地域

居住者は農村地域居住者に比べて平均トリップ数が小さ

いが，これは自宅の敷地内にある小規模な農地での作業

をトリップとして扱わず，調査に回答していないためと

考えられる． 
買い物トリップに関しては，着地地域分類不明を除く

と都市地域居住者で87%，農村地域居住者で80%が都市
地域を着地としている．通院に関しても同様に，都市地

域居住者で92%，農村地域居住者で75%が都市地域を着
地としている．これらの私事トリップに関しては，小売

店や医療機関が都市地域内に集中しているため，居住地

の地域分類がどちらであっても都市地域内へのトリップ

が多いと考えられる．しかし，買い物・通院のいずれに

おいても，都市地域居住者・農村地域居住者間でトリッ

プ平均所要時間に関して有意な差は見られなかったこと

から，どちらの地域に居住していても交通利便性はあま

り変わらないと考えられる． 
 

7. おわりに 

 
本研究ではパーソントリップデータを利用し，農業従

事者の社会的属性に着目しつつ居住や交通行動の実態に

ついて分析を行った．また，都市が縮退する際にそれら

がどう変化するのかについて考察を行った．その結果，

農業従事者の多くは自営業主や家族従業者であり，子や

親と同居するなど規模の大きな世帯で農村地域に居住す

る傾向にあることが分かった．一方で，農作業について

は居住地と同じ地域を着地とする割合が高く，ほとんど

が自宅の周辺で行われているのに対し，買い物や通院と

いった日常的な私事行動に関しては農村地域居住地にか

かわらず都市地域内へのトリップが多いことが明らかに

なった． 

 
表-5	 着目的分類別のトリップ平均所要時間に関する統計

（単位：分） 

 
都市地域 
居住者 

農村地域 
居住者 

有意差 

勤務先へ 24.4 14.3 ** 
買い物へ 16.5 16.8  
食事・社交・ 
娯楽へ 21.0 21.6  

観光・行楽・ 
レジャーへ 67.9 46.0  

通院 18.5 22.4  
その他の私用へ 18.0 20.0  

送迎 16.1 17.6  
販売・配達・ 
仕入・購入先へ 15.6 15.5  

打ち合わせ・会

議・集金・往診へ 22.1 20.0  

作業・修理へ 21.9 13.2  
農林漁業作業へ 10.7 9.9  
その他の業務へ 19.1 13.7  

不明 28.2 26.3  
 

** : 危険率1%以下 
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図-6	 着目的・着地地域分類別平均トリップ数（都市地域居住
者） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

���

���

�!

����
�

�������

������

	�

 ���� ���

���������� ����	�
 

図-7	 着目的・着地地域分類別平均トリップ数（都市地域居住
者） 
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以上より，商業や医療といった都市機能については現

時点においても市街地内部のものを利用しており，それ

らの集約が進んだとしても交通利便性を損なう可能性は

小さい．また都市機能の集約が農業従事者の居住を変化

させる（市街地内部への転居を促す）要因とはなりにく

いと考えられる．ただし，自営業主・家族従業者の中に

も，市街地内部から外部へ農作業に赴いている農業従事

者が少ないながらも存在している．これは市街地内部に

おける都市機能利用の利便性の高さによるものと考えら

れ，集約が進むことでこのような農業従事者が増加する

可能性はあると考えられる． 
今回対象とした地域は立地適正化計画が未だ策定され

ていないため，策定前後における比較等を行うことがで

きなかった．立地適正化計画が適用された後に再度分析

を行うことによる，より正確な影響評価が期待される． 
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STUDY ON RESIDENCE AND TRAVEL BEHAVIOR 

OF FARMERS IN SHRINKING CITIES  
 

Takao KAWAMURA and Akinori MORIMOTO 
 

Recently in Japan, the government has worked to promote compact city policy aiming to reduce 
maintenance cost for infrastructure. Besides, the necessity of coordination with agriculture, forestry and 
fisheries is described in the City Planning Act. Therefore, it will be necessary to evaluate the effect of 
shrinking cities on farmers’ daily lives in developing compact cities. Hence, this study will focus on 
farmers’ residence and travel behavior, clarify the actual situation by analyzing person trip data, and ex-
amine how the aggregation of city functions will change farmers’ residence and travel behavior. 

As the result, it was revealed that ordinary private trips tend to have their destinations in urban area, 
despite the fact that most farmers live in rural area and own their farmland nearby. Thus, it was concluded 
that the effect of aggregating city functions on the convenience of farmers’ trips will be small, and shrink-
ing cities will hardly be a factor for changing farmers’ residence. 

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 1473


